
都市比較のまなざし ～名古屋点描～

　東京都区部および13指定都市（札幌、仙台、さいたま、千葉、川崎、横浜、
名古屋、京都、大阪、神戸、広島、北九州、福岡）に関する様々な統計資料を利
用し、「人口」「住む」「働く」「憩う」に関わる事項に着目してデータを整理し、
14都市を比較しながら、名古屋の特徴を整理する。
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都市比較のまなざし 

～名古屋点描～ 

 

名古屋都市センター 調査研究アドバイザー 羽根田英樹 

 
 
 
はじめに 

 名古屋市のまちづくりについて、とくに防災、観光、産業等の分野においては周辺を含

めた名古屋都市圏など広域的な視野からも考えることが重要である。そして、2027 年のリ

ニア中央新幹線開通を控え、東京都区部や横浜市をはじめとする首都圏の諸都市を含むス

ーパーメガリージョンや関西圏との関わりという広域的視野から、名古屋の近未来を見据

えておくことが必要で、このためにも、名古屋の持つ比較優位性を理解しておくことが重

要である。そこで本報告書では、1933 年にアテネで開催された第 4 回近代建築国際会議（Ｃ

ＩＡＭ※1で採択された都市計画および建築に関する理念を示したアテネ憲章が、都市を「住

む、働く、憩う、移動する」という観点から近代都市のあるべき姿を検証したことに倣い、

既存の統計資料※2を利用して、「人口」および「住む」「働く」「憩う」に関わる分野から、

現在の都市が直面している課題に着目し、東京都区部および指定都市※3のおかれている状況

を比較し、名古屋の相対的な姿・特質を浮き彫りにしてみたい。 
 
※1 CIAM：W.グロピウス、L.M.F.D.ローエ、L.コルビジェらの建築家たちが集まり都市・建築の将来

について討論を重ねた国際会議。1928 年に始まり 1959 年までに各国で 11 回開催された。 

※2 統計資料：「大都市比較統計年表 平成 14~26 年」 大都市統計協議会、 

「平成 24 年 工業統計表」経済産業省大臣官房調査統計グループ 平成 26 年 4 月   

なお調査年度が異なる資料があり、それぞれに利用できる年度の値を利用している。 

※3 指定都市：現在 20 の指定都市があるが、都市比較のため平成 15 年前後の値と平成 25 年前後の統

計値を利用するため、主に札幌、仙台、さいたま、千葉、川崎、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸、

広島、北九州、福岡の指定都市を対象とした。 

 
1 人口 

都市の将来計画等の立案に際しては、必ずといってよいほど人口の動態分析や将来人口

予測が実施されおり、人口は都市の状況をよく表す基本的な指標となっている。 
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（１）人口の増減 

1965 年から 2010 年までの東京都区部および 13 指定都市の人口の変化を図 1 に示した。 
この 45 年間で市町村合併による急激な人口増加の影響もあるが、多くの都市が人口増加傾

向を示してきた。 
特徴的なのは東京都区部で、1995 年頃までは人口が減少し、その後、急激な増加に転じ

ている。大阪も 2000 年頃までは減少そして微減・安定化傾向を示していたが、その後は微

増に転じている。京都は 1985 年頃に人口のピークを迎え、その後減少、増加、減少を繰り

返している。ただ北九州は 1980 年頃にピークを迎え、その後は減少の一途を辿っている。 
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（2）昼夜間人口比率 

首都圏のさいたま、千葉、川崎、横浜を

除き、その他の指定都市の昼夜間人口比率

は 100％を超え、夜間人口に比して昼間人口

が多い。ただ、平成 12 年と平成 22 年の昼

夜間人口比率を比較すると（図 2）、横浜、

川崎以外の都市はこの比率が下がっている。 
 

2.住む 

自然環境、ゴミ問題、防災・減災、防犯

そしてコミュニティの持続など、地域の居

住環境に関連する課題は多種多様である。

近年、人口減少社会においてなおも住宅過

剰社会であるという日本の直面する課題が

指摘され※4、防犯、防災上さらに良好な市街

地環境形成の観点から、空き家対策への関

心が急激に強まってきているように思える。 
 

※4 「老いる家 崩れる街～住宅過剰社会の末路 

   ～ 黒澤千絵」講談社現代新書 

 

（1）空き家戸数 

平成15年から25年の空き家の増加戸数を

図 3 に示した。東日本大震災の影響が出てい

ると思われる仙台、千葉を除き、すべての都

市で空き家戸数が増加し、とりわけ東京都区

部の空き家戸数が突出している。 
ただ、世帯数が多ければ、空き家戸数は増

大する傾向にあるため（図 4）世帯数の多い

東京の空き家戸数は当然多い。しかし、札幌

や福岡のように、世帯数の多い横浜を超える、

あるいは同等の空き家戸数の増加がみられ

る都市もある。 
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図 2 昼夜間人口比率（平成 12 年、22 年） 
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 図 4 世帯数と空き家戸数（平成 25 年） 
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図 3 空き家戸数の増減（平成 15～25 年） 
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そこで世帯当たりの空き家戸数に着目する

と（図 5）、平成 25 年で名古屋は大阪、北九

州、京都についで多い。15 年から 25 年まで

の 10 年間の増減については、東京都区部や大

阪、そして東日本大震災の影響が出ていると

思われる仙台や千葉を除き、その他の都市で

は一世帯当たりの空き家戸数が増加し、多い

のが札幌、北九州、福岡となっている。 
 
（2）着工新設住宅戸数 

核家族化※5 は世帯数の増加につながると同

時に、新たな住居の需要を生み出す。このこ

とは、平成 16 年から 26 年の増加世帯数と平

成 26 年の着工新設住宅戸数（以降、新設住

宅戸数）の関係（図 6）からも明らかである。 
しかし、各都市の世帯数が増加しているに

もかかわらず、この間の新設住宅戸数の増減

をみると、仙台を除きすべての都市の新設住

宅戸数は減少している。とりわけ東京都区部、

横浜の減少が著しい（図 7）。 
一方、世帯当たりの新設住宅戸数を見ると

（図 8）、各都市とも減少しており、これは以

前ほど世帯数の増加が新設住宅数の増加傾向

につながっていかない状況をうかがわせてい

る。この背景の一つには、この 10 年間の核家

族世帯の全世帯に占める割合が 60％前後で

安定推移しているなかで、単独世帯※ 6 が

23.4％から 27.1％へと増大し※7、世帯数増加

の主要因となってきていることがある。 
 

※5 核家族：「夫婦のみ」「夫婦＋未婚の子供」「父 

 親か母親のどちらか一方の未婚の子供」 

核家族化：1920 年に 55%とすでに過半数を 

占め、1960 年代に急激に上昇し、その後 1975 年） 

の約 64%を頂点として、現在は 60％前後で安定 

推移している 
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図 6 増加世帯数（平成 16～26 年）と新設住宅戸

数（平成 26 年） 

図 5 世帯当たり空き家戸数（平成 15 年、25 年） 

図 7 新設住宅戸数の増減（平成 16～26 年） 
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※6 単独世帯：「単身世帯」「シングル世帯」「独 

 り身世帯」を意味する。 

※7 「平成 26 年国民生活基礎調査（平成 25 年） 

の結果から」厚生労働省大臣官房統計情報部 

 

（3）空き家戸数と新設住宅戸数 

 中古住宅市場がうまく機能して空き家が活

用され、新たな居住施設となることは既存ス

トックの活用、地域社会の持続、防犯・防災、

街並みの維持などの観点から好ましいことと

いえよう。しかし、空き家戸数が増加する一方

で、現実には新規の住宅建設が進められている。 
そこでここでは空き家戸数と新設住宅戸数の

関係をみると（図 9）、両者には正の相関がみら

れる。つまり、空き家戸数の多い都市は同時に

新設住宅戸数も多いという構図が浮かび上がっ

てくる。空き家を抱えたままさらに住宅が新設

されることは、巡り巡って一層空き家の増加に

つながり、空き家が抱える様々な課題をさらに

増幅するようになることが懸念される。                 
 次に空き家戸数に対する新設住宅戸数の比を

みてみよう（図 10）。平成 25 年では、新設戸数

に対して空き家戸数が多いのは、順に神戸、北

九州、大阪となっており、名古屋は少ない部類に

入っている。10 年間の増減については、東日本

大震災の影響があると思われる仙台、を除き、他

都市はすべて増大しており、特に比率を高めてい

る（5 割増以上）都市は、札幌、東京都区部、神

戸、福岡となっている。 
 
 

3.働く 
 それぞれの都市において人々はどのような産

業に従事しているのか、また、製造業は工場立地

や下請け関係もあることから、行政境界を超えて

生産活動が営まれていることが多いため、当該都
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図 10 空き家戸数/新設住宅戸数 
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  図 8 世帯当たり新設住宅戸数（平成 16

（
戸
数
／
世
帯
） 

6



8 
 

市を含む広域のエリア（工業地区※8）において、どのような製造業が生産活動しているのか

に視点をあて工業地区の特色を眺めてみたい。そして、事業所の開業、廃業という視点か

らも都市の状況を眺めてみたい。 

 

（1）産業別従事者 

 総務省統計局による平成 24 年の経済センサスでは、東京都区部および 11 指定都市の産

業別従業者数構成比から特化係数が算定されている（表 1）。この特化係数により、数値の

高い産業ほど全都市の産業別平均に対して当該都市の従業者割合の高いことが示される。

特化係数 1.3 以上、0.6 以下に着目すると、以下のような都市の特色が概観できる。 

表 1 大都市（12）の産業別従業者数の構成比の特化係数（平成 24 年経済センサス（総務省統計局）） 

は 0.6 以下
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① 札幌は医療福祉、建設業の値が高く、製造業、情報通信業が低い。 

② 仙台は建設業、教育・学習支援業の値が高く、製造業、情報通信業が低い。 

③ さいたまは特に値の高い産業はなく、情報通信業が特に低い。 

④ 東京区部は情報通信産業、金融業・保険業の値が高く、特に低い産業はない。 

⑤ 横浜は医療・福祉の値が高く、情報通信業、金融保険業が低い。 

⑥ 川崎は製造業、学術研究・専門・技術サービス業の値が高く、金融・保険業が低い。 

⑦ 名古屋は製造業の値は高いものの特に高いといえる産業はなく、一方で特に情報通信

業が低い。 

⑧ 京都は教育・学術支援業、製造業、宿泊・飲食サービス業、医療・福祉の値が高く、

情報通信業が低い。 

⑨ 大阪は特に値の高い産業はなく、教育・学習支援業が低い。 

⑩ 神戸は製造業、医療・福祉の値が高く、情報通信業、金融業・保険業が低い。 

⑪ 広島は医療・福祉の値が高く、情報通信業が低い。 

⑫ 福岡は特に値の高い産業はなく、製造業が低い。 

 
（2）工業地区の産業別特化係数 

製造品出荷額に着目した工業地区の産業別特化係数※9を整理し各工業地区の特色を探る

ため、まず、工業地区別に特化係数の高い産業を 1 位から 3 位まで表 2 に示した。 
これをみると、消費財を製造する産業ということで、印刷業は札幌/小樽地区、東京地区、

京都南部地区、大阪地区の特化係数が高く、皮革製品製造業は東京地区、大阪市区、阪神

地区、食料品は札幌/小樽地区、福岡地区が高くなっている。また、情報通信機械製造業は

横浜/川崎/横須賀地区、阪神地区が高い。そして、いわゆる鉄鋼業や石油製品・石炭製品製

造業など重化学工業の産業に関わる特化係数は、名古屋地区、横浜/川崎/横須賀地区の値が

高くなっている。 
 さらに、工業地区別産業別の特化係数のレーダーチャートをみると（図 11）、東京地区は

皮革製品と印刷、横浜/川崎/横須賀地区は石油・石炭、そして福岡地区は飲料・飼料という

限定的な産業の特化係数が極めて高く突出していることが判る。 
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※8 工業地区：経済産業省が平成 14 年に実施した工業適地調査の対象地区をもとに、主要 233 地区を工業

地区として選定している。工業地区としての名古屋地区には、名古屋市、瀬戸市、東海市、大府市、知多

市、尾張旭市、豊明市、日進市、東郷町、長久手市が含まれている。 

 

※9 産業別特化係数＝（Ａ地区Ｂ産業製造品出荷額等/Ａ地区製造品出荷額等）／（全国Ｂ産業製造品出

荷額等/全国製造品出荷額等総計） 

 
 
 
 
 
 

工業地区 1 位 2 位 3 位 

札幌/小樽地区 食料品 印刷 
家具・装備

品 

首都圏 

東京（23 区）地区 皮革製品 印刷 その他 

横浜/川崎/横須賀地区 石油・石炭 情報通信機械 化学 

名古屋地区 鉄鋼 一般機械 石油・石炭 

関西圏 

京都南部地区 飲料・飼料 その他 印刷 

大阪地区 皮革製品 印刷 金属製品 

阪神地区 皮革製品 情報通信機械 一般機械 

福岡地区 飲料・飼料 ゴム製品 食料品 

表 2 工業地区の産業別特化係数（平成 24 年工業統計表（経産省大臣官房調査統計グループ）） 
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0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0

食料品
飲料・飼料

繊維+衣服

木材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

プラスチック
ゴム製品

皮革製品
窯業・土石
鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般機械

電気機械

情報通信機械

電子部品

輸送機械
その他

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0

食料品
飲料・…

繊維+…
木材・…

家具・…

パル…

印刷

化学

石油・…

プラス…
ゴム製品

皮革製品
窯業・…

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般…

電気機械

情報通…

電子部品

輸送機械
その他
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2.0
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4.0
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食料品
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繊維+衣服

木材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

プラスチック
ゴム製品

皮革製品
窯業・土石
鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般機械

電気機械

情報通信機械

電子部品

輸送機械
その他
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ゴム製品

皮革製品
窯業・…

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般…

電気機械

情報通…

電子部品

輸送機械
その他
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4.0
5.0
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飲料・飼料

繊維+衣服
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家具・装備品

パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

プラスチック
ゴム製品

皮革製品
窯業・土石
鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般機械

電気機械

情報通信機械

電子部品

輸送機械
その他

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0

食料品
飲料・飼料

繊維+衣服

木材・木…

家具・装…

パルプ・紙

印刷

化学

石油・石炭

プラス…
ゴム製品

皮革製品
窯業・土石
鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般機械

電気機械

情報通信…

電子部品

輸送機械
その他

0.0

1.0

2.0

3.0
食料品

飲料・飼料
繊維+衣服

木材・木製品

家具・装備品

パルプ・紙
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化学

石油・石炭
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※一般機械

電気機械
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4.0
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家具・…
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化学

石油・…

プラス…
ゴム製品

皮革製品
窯業・…

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

※一般…

電気機械

情報通…

電子部品

輸送機械
その他

札幌・小樽地区 東京地区 

横浜/川崎/横須賀地区 名古屋地区 

阪神地区 福岡地区 

京都/南部地区 大阪地区 

図 11 工業地区の産業別特化係数（平成 24 年工業統計表（経産省大臣官房調査統計グループ） 
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（3）開業と廃業 

都市はある意味で産業の苗床である。様々な分野で新しい企業が誕生することは都市の

活力を持続・向上するうえで好ましく、起業促進は重要な都市政策といってもよい。 
図 12 は平成 12 年から 21 年までの東京都区部、横浜、名古屋、大阪、福岡における事業

所の開業率と廃業率※10を示している。開業率が廃業率より高いほうが事業所の増加という

ことで好ましいが、全国そして 5 都市とも開業率より廃業率の方が高く、事業所数減少の

一因になっている。開業率については、東京都区部以外のいずれの都市も全国平均より高

くなっており、最も高いのは福岡、次いで横浜である。 
開業率と廃業率の比を図 13 に示した。これによると東京は全国平均および他 4 都市と比

較しても廃業のわりに開業は低く、一方、横浜、福岡は廃業のわりに開業が多くなってい

る。 
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図 12 開業率と廃業率（平成 12～21 年）資料：総務省統計局「事業所･企業統計調査」 

図 13 開業率／廃業率（平成 12～21 年） 
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少しデータは古いが全国の産業別の

新設率※11と廃業率の関係をみてみよ

う（図 14）。全産業の平均値に比較し

て情報通信産業は廃業率も新設率も高

く、飲食宿泊業も同様の傾向といえよ

う。反対に、製造業や農林漁業は廃業

率も新設率も低い。また、卸小売業は

全国平均並みで、医療福祉の新設率は

高く廃業率は低い。 
 

※10 開業率：新設事業所数から年平均新設 

事業所数を算出し、存続及び廃業事業所数か

ら逆算した期首事業所数で除したもの 

廃業率：廃業事業所数から年平均廃業事業所

数を算出し、事業所･企業統計調査の期末事業

所数で除したもの 

※11 新設率：前回調査の民営事業所数に対する新

設事業所数の割合 

 

4.憩う  

 「憩う」というと、公園などで安らぐイメ

ージが強い。しかし、ここでは「憩う」を時

間消費して「都市を楽しむ」ということにあ

えて解釈し、「買う」「遊ぶ」ということに関

わる資料に着目して都市比較をする。 

 
（1）買う 

買う行為は何といっても様々な商品を購入

することである。そこで、小売業の商品販売

額の都市比較をしてみよう。 
平成 14 年と 24 年の各都市の小売業の商品

販売額（図 15）見ると、さいたま市を除き、

その他の都市の販売額は減少している。とく

に大阪市の落ち込みは大きく約 4 割減少して

いる。 
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図 15 小売業商品販売額（平成 14 年、24 年） 

図 16 居住人口当たり小売業商品販売額の比 

  図 14 産業別新設率・廃業率（全国）（平成 13～15 年）資料：

総務省統計局「事業所･企業統計調査」 
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また平成 24 年の居住人口当たりの商品販

売額の平成 14 年との比をみると（図 16）、す

べての都市で約 2 割も減少し、大阪市はこれ

についても 4 割強の減少となっている。 
家計調査報告書の世帯主の年齢階級別家計

支出における消費支出※12によれば、50～59
歳をピーク（食料、住居、家具・家事、被服

及び履物という商品販売に直接結びつく費目

も 50～59 歳がピーク）に消費支出が減少し

ていることから、商品販売額の減少の背景に

は、人口の高齢化による影響が推察できる。 
また、商品販売額の増減と売り場面積の増

減は相関があり、小売業の売り場面積は札幌

市、さいたま市を除いたすべての都市で減少

し（図 17）、売り場面積当たりの商品販売額も

すべての都市で減少している（図 18）。 
 こうした状況の中で、川崎、横浜、京都の

ように大型小売店の売り場面積が減少した都

市もあるが、小売業全体の売り場面積に占め

る大型店の割合は、平成 14 年の約 27％が平

成 24 年では約 30％と増大し、商店規模の大

型化の傾向が読み取れる。居住人口当たりの

大型店の売り場面積は札幌市、広島市、北九

州に次いで名古屋の面積は大きく、逆に川崎

市、東京都区部の面積は小さく、かつ 10 年

間で減少している（図 19）。 
 なお、平成 24 年時点の売り場面積当たり

の商品販売額について、大型店を除く小売業

と大型店を比べると、大阪以外のどの都市に

ついても前者のほうが高い値になっている

（図 20）。 
 
※12 家計調査報告書（家計収支編） 総務省統計

局 平成 29 年 2 月 17 日 
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図 17 小売業売り場面積（平成 24 年） 

 

図 18 商品販売額／売り場面積（平成 14 年、24 年）

図 19 居住人口当たり大型店売り場面積 

（平成 14 年、24 年） 
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（2）遊ぶ 

 「遊ぶ」行為は、能動的、受動的な活動を含

めて時間消費を楽しむことといってもよい。そ

こで居住人口当たりの娯楽施設数（映画館、演

劇・演芸場、博物館（美術館を含む）、図書館、

運動施設、公園（公園については面積）、遊技

場）について、名古屋を 1 とした各都市の比

率を表 3 に示した。 
比率が名古屋の 2 倍以上となっている都市

に着目すると、映画館は北九州が突出して高く、

神戸、広島、福岡、東京都区部も高い。演劇・

演芸場は大阪、東京都区部高く、博物館はや

はり京都が高い。図書館は東京都区部、札幌が高くなっており、公園面積は神戸、札幌が

高い。また、運動施設および遊戯施設は比率が 2 以上の都市はないが、あえて前者は北九

州が後者は大阪が比較的高いといえよう。 
この尺度からすると名古屋は突出した「遊び」施設が少ないが、比較的運動施設が充実

している都市といえよう。 

 

遊び施設 映画館 演劇.演芸場 博物館 図書館 運動施設 公園面積 遊技場 

札幌 0.8 1.0 0.9 2.4 0.7 1.8 0.7 

仙台 0.8 1.3 1.1 0.9 0.9 2.2 0.9 

さいたま 0.5 1.0 0.7 2.1 0.6 0.7 0.5 

千葉 1.5 0.0 0.8 1.6 0.8 1.3 0.9 

東京都区部 2.8 2.1 1.3 2.5 0.7 0.4 1.2 

川崎 0.3 0.3 0.6 0.9 0.6 0.6 0.7 

横浜 0.9 1.0 0.7 0.6 0.7 0.7 0.6 

名古屋 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

京都 1.3 0.8 2.6 1.5 0.5 0.6 0.7 

大阪 1.6 2.5 0.5 1.0 0.8 0.5 1.4 

神戸 3.7 0.0 1.4 0.7 0.4 2.5 0.6 

広島 3.7 0.6 0.8 1.3 0.8 1.1 0.9 

北九州 5.6 1.3 0.5 1.8 1.7 1.8 1.1 

福岡 3.1 1.7 0.6 0.8 0.7 1.3 1.0 
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図 20 規模別商品販売額／売り場面積 
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（注1） 太字は比率が 2 以上の都市 

（注 2）下線は施設別の比率が最大値の都市 

     
 
おわりに 

 統計数値に込められている貴重なメッセージを十分汲み取るために、本報告書では「住

む」「働く」「憩う」という視点から、特に、空き家、事業所の開業・廃業、遊び施設に焦

点を当て、東京都区部および 13 指定都市の特徴を整理した。ただ 14 都市の比較は、多少

散漫になりやすいので、最後に、3 大都市圏の中心都市である東京区部、名古屋、大阪に的

を絞り、その特色を簡潔に再整理しておく。 
 
【人口】 
 東京については、1995 年頃急激な人口の減少傾向に歯止めがかかり、その後は急増に

転じ、2010 年では 1965 年値を超えている。名古屋は一貫して増加傾向にある。大阪

の減少傾向は 2000 年頃まで続き、その後は微増傾向に転じているが、1965 年の水準

に達していない。また、昼間人口比率は 3 都市ともに 10 年間で減少している。 
【住む】 
 世帯数と空き家戸数は相関があり、世帯数の多い東京の空き家戸数の平成 15 年から 25

年の 10 年間の増加は突出しており、大阪と名古屋は東京のほぼ 1/4 程度の増加戸数と

なっている。世帯当たりの空き家戸数で見ると、大阪、名古屋、東京都区部の順で多

くなっている。 
 新設住宅戸数は 3 都市ともに平成 16 年から 26 年の 10 年間で減少しているが、世帯当

たりの新設住宅戸数（平成 26 年値）でみると、多い順に東京都区部、大阪、名古屋と

なっているが、3 都市とも同程度の水準といってよいだろう。 
 新設住宅戸数当たりの空き家戸数でみると、平成 15 年から 25 年の 10 年間で 3 都市と

も値は増加し、特に東京都区部の増加が目立つ。 
【働く】 
 産業別従業者数構成比の特化係数をみると、東京都区部は情報通信業の値が特に高い。

名古屋と大阪は製造業が比較的高く、一方で前者は情報通信業、後者は教育・学習支

援業の値が低くなっている。 
 工業地区における製造品出荷額の特化係数をみると、東京地区と大阪地区は皮革製品

と印刷が高く、とくに東京地区はこの二つの産業への値が突出している。名古屋地区

は比較的、鉄鋼業、一般機械製造業など重化学工業の値が高い。 
 事業所の開業率、廃業率をみると、3 都市ともに情報通信業の開業率、廃業率は高く、

製造業はどちらも低くなっている。また、全産業の廃業率に対する開業率の比率は、

最も高いのが名古屋で、次いで大阪、東京という順になっている。 
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【憩う】 
 居住人口当たりの小売業販売額は東京都区部と名古屋はほぼ同じで、大阪が低くなっ

ている。また居住人口当たりの大型店売り場面積は、平成 14 年、24 年とも名古屋、大

阪、東京という順位で広く、名古屋、大阪も売り場面積は増加しているのに対して、

東京都区部は微減している。 
 居住人口当たりの娯楽施設数、公園面積でみると、東京都区部は映画館、図書館、演

劇・演芸場が多く公園面積が少なく、名古屋は運動施設が多く公園面積が広い。また

大阪は演劇・演芸場が多く公園面積が少ない（図 21）。 

 
本報告書は、統計数値に基づき 14 都市を比較することで相対的な名古屋の姿を描くこと

を目的とした。しかし、都市を見つめる視点は限定的で、利用した指標も限られた年次の

値を利用しており、そこから得られた都市の姿はバイアスがかかっているかもしれない。

この意味で今回の報告書は、限定的な都市比較を通じて名古屋を点描したものといえる。 
今後、利用する指標や比較する年次などをさらに広げ、示された特色の背景についても

別途資料を利用して分析を加えることで、都市の多面的な姿をさらに鮮明に描くことがで

きるものと考えている。 

0.0

1.0

2.0

3.0
映画館

演劇.演芸場

博物館

図書館運動施設

公園面積

遊技場

東京都区部 名古屋 大阪

図 21 名古屋を 1とした場合の人口当り施設数・面積（平成 26 年） 
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